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経済的中枢管理機能からみたインドネシアの都市体系

阿 部 和 俊＊

I　 はじめに

本論はインドネシアの主要都市における経済的

中枢管理機能の状況を分析することによって，イ

ンドネシアの都市体系を分析しようとするもので

ある。筆者はこれまで，同様の視点から日本をは

じめとして，韓国，西ドイツ，フランス，イギリ

ス，アメリカ合衆国などの，いわゆる先進国を中1
）

心に都市体系を分析し，報告してきた。かねてよ

り，同様の観点から発展途上国の都市体系をも研

究したいと考えていたが，本論はその第一弾であ

る。

インドネシアは1990年現在，世界第5 位の約1

億8000万人の人口をもつ大国である。国連の推計

では2000年にはその人口は2 億2000万人になるで

あろうとも予測されている。多くの都市をもつが，

それにもかかわらず後述するように，本論での研

究対象都市が24都市にすぎないのは，経済的中枢

管理機能のような高次都市機能を多くもつ都市が

少ないからにほかならない。

本論で取り上げる企業数が，これも後述するよ

うに100社というのも,資料上の制約もさることな

がら，一国の経済の中に占める企業活動の比重が

小さいことにもよっている。これは発展途上国一

般の特徴でもあろう。それをも承知の上で，先進

国の都市体系の分析と同様の視点で，発展途上国

の都市体系を分析するのは，言うまでもなく，同

様の分析視点をもつことによって先進国と発展

途上国の都市，または都市体系の同質性と異質性

を探りたいからである。また，これらの二面の背

後に横たわる社会，歴史，文化，政治・経済構造

の違い，とりわけ経済の発展階段の違いによって

もたらされる都市体系の差異を考えたいからに他

ならない。

しかし，この小論においてはそこまで踏み込ん

だ分析をなしえておらず，皮相な分析にとどまっ

ていることも認めなくてはならない。

Ⅱ　資料ならびに分析の手順

経済的中枢管理機能としては，これまでの研究

と同様，主要企業の本社，支所をとりあげる。

インドネシアの企業情報を掲載している資料は

いくつかあるが，本論の目的に合致する資料，具

体的には主要企業の支所配置の状況までわかる資

料は多くはない。筆者の知る限り, The Profilesof Top-100 MAJOR COMPANIES in

Indonesia,

1995 (prepared by P. T. CISI Raya Utama) が

最適であると思われる。同書には外資系を含むイ

ンドネシアの100大企業の諸状況が網羅されてい

る。

しかし，既分析の国々に比べれば，いかにも対

象企業の数が少なく，不充分さを否めないが資料

の完全性を考慮すれば，これに優るものは今のと

ころ見あたらない。しかし，金融関係の企業につ

い ては同 資料 も記載が不 充分 なので, TheBANKERS' ALMANAC

（REED INFORMA-

TION SERVICES 刊）によって補っている。＊愛知教育大学
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まず，インドネシアの主要都市における1994年

時点の経済的中枢管理機能,即ち上述の100企業の

本社と支所の状況を提示することによって都市間

比較を行ない，さらに支所配置からみた都市の相

互結合関係の順に分析をすすめていく。本論では

支所数10以上の都市を分析の対象としてとりあげ

ている。

Ⅲ　人口からみたインドネシアの都市

経済的中枢管理機能からの都市分析に入る前に，

人口面からみたインドネシアの地域構造と都市に

ついて触れておきたい。

最初にプロヴァンス（以下，州と記す）の人口

からみていこう。インドネシアは27の州に分けら

れている（図1 ）。表1 は1990年のその人口であ

る。最多人口州はJawa Barat で35382千人，全国

の19.7% の人口をもつ。 Jawa Timur, Jawa Ten-gah

もそれぞれ全国の18.1%,  15.9% の人口をも

ち, DKI Jakarta とDI Yogyakarta を含めると

ジャワ島全体で全国人口の60％にも達する。

表1 インドネシアの州別人口(1990 年）

州 �人口数（千人） (%)

Daerah  Istimewa Aceh Sumatra

 Utara Sumatra

 Barat Riau Jambi Sumatra

 Selatan Bengkulu Lampung DKI

 Jakarta Jawa

 Barat Jawa

 Tengah D1

 Yogyakarta Jawa

 Timur Bali Nusa

 Tenggara  Barat Nusa

 Tenggara  Timur Timor

 Timur Kalimantan

 Barat Kalimantan

 Tengah Kalimantan

 Selatan Kalimantan

 Timur Sulawesi

 Utara Sulawesi

 Tengah Sulawesi

 Selatan Sulawesi

 Tenggara Maluku Irian
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0.8) 

1.0) 
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If- �179250(100.0)

＊DKI とはDaerah Khusus lbukota( 首都特別 区) のこと

＊＊DI とはDaerah Istimewa  (特別区) のこと

資料：PENDUDUK INDONESIA HASIL SENSUS

PENDUDUK 1990

8.  Lampung 9

 . OKI.  Jakarta 10. Jawa

 Barat 11. Jawa

 Tengah 12. Daerah

 Istimewa  Yogyakarta 13. Jawa

 Timur 14. Bali 15.

 Nusa  Tenggara  Barat  22.  Sulawesi  Utara 16. 17. 18. 19. 20. 21. Nusa

 Tenggara  Timur Timor-Timur Kalimantan

 Barat Kalimantan

 Tengah Kalimantan

 Selatan Kalimantan

 Timur 23. Sulawesi

 Tengah 24. Sulawesi

 Selatan 25. Sulawesi

 Tenggara 26. Maluku 27. Irian

 Jaya

図1　PROVINCES OF INDONESIA
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人口最小州はTimor Timur で748 千人( 全国の0.4

％) で しかない。人口最多州Jawa Barat の わ

ずか2.1% に す ぎず, 州 単位，あるいは島単位でみ

て人口分布の大きな偏 りがあることがわかる。

表2 は1990 年 において人口10 万 人以上の都市を

リストアップした ものである。全部で41 都市を数

え， その人口合計(27211 千 人) は全国のおよそ15.2

％ にあたる。インドネシア全人口を都市(urban)

人 口 と非都市(rural) 人 口 に分 けてみる と，前

者，は30.9% を占 める。 そしてこの41 都市の人口2)

は全国の都市人口の49.1% を占 める。

最 も人口の多い都市はもちろんジャカルタであ

る。その人口 は8228 千 人 で，第2 位 の スラバヤ(2473

千人) の3.3 倍 強 である。一般 に発展途上国

の首位都市の人口の卓越度と増加率の大きさが指

摘されているが，ジャカルタも例外ではない。

ジャカルタの人口は1971 年 に4085 千人, 1980 年3)

に6072 千人 であったから，10 年 間に2156 千人 ，19

年 間 に4143 千人 増え，2 倍以上となった。

1971 年 と1980 年 で は第2 位 はバンドンであり，

第3 位 はスラバヤである。両年のバンドンの人口

は1311 千人, 1745 千人, ス ラバヤは1309 千人, 1737

千人 であるから，この19年 間にともに多くの人口

が増加したことがわかる。しかし， ジャカルタの

増加には遠く及ばず，ジャカルタ と第2 位 以下の

都市 との差は拡大してきた。

人口の上位41 都市のうち，本論の対象となるよ

うな，即ち経済的中枢管理機能の多い都市は19 都

市である( 以 下の記述上の便宜さを考慮してカタ

カナで都市名を記述) 。これら19 都市はいずれも人

口は20万 人をこえるが，逆に人口20 万人をこえる26

都 市のうち, Malang,  Balikpapan,  Ambon,Kediri,

 Pekalongan,  Tegal,  Pematang Siantar

の7 都 市が対象都市となるほどの経済的中枢管理

機能をもっていない。

これらの中では, Malang が50 万 人 をこえる都

表2　 主要都市の人口

州 �人 口(千人)

1 DKI Jakarta  (ジ ャカルタ)2 Surabaya(

スラバヤ)3 Bandung(

バ ンド ン)4 Medan

 (メタ ン)5 Semarang

 (スマラ ン)6 Palembang

 (パレンバン)7 Ujung Pandang(

ウジュンパ ンダ ン)8 Malangg

Bandar Lampung( バンダルランパン)10

Padang( パタン)11 Surakarta

 (スラカルタ)12 Banjarmasin(

バ ンジャルマシン)13 Yogyakarta(

ヨグヤカルタ)14 Samarinda

 (サマリンダ)15 Pekan Baru(

パカンバル)16 Pontianak(

ポンティ アナク)17 Balikpapan18 Jambi

 (ジ ャンビ)19 Manado

 (メナド)20 Ambon21 Bogor(

ボゴール)22 Cirebon

 (チリ ボン)23 Kediri24 Pekalongan25 Tegal26 Pematang Siantar27 Banda Aceh28 Binjai29

Probolinggo

30 Bengkulu

31 Madiun

32 Pasuruan

33 Magelang

34 Sukabumi

35 Gorontalo

36 Blitar

37 Tebing Tinggi

38 Pangkal Pinang

39 Palangka Raya

40 Tanjung Balai

41 Batam �822824732058173012491144944695636631504481412407399397344340321276271254250243230219185182177170170152123120120119117113113108106

計 �27211

＊本論の対象都市のみカタカナ表記を併記
資料：PENDUDUK INDONESIA HASIL SENSUSPENDUDUK 1990
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図2　 対象都市

市であるが，スラバヤに比較的近い位置に立地し

ていることが，経済的中枢管理機能の少なさに関

係しているものと推測される。

IV　インドネシアの主要都市における

経済的中枢管理機能の諸相

1 ． 対 象企業 の概要

対象企業は既述したように100 社 で あるが, その

業種構成を示した ものが表3 である。資料 として

の前掲書は業種ごとの分類 はなされていないので，

これは同書のLines of Business の 内容から筆者

が判断したものである。業務内容が多岐にわたる

ため，いずれにも分類できない企業が4 社 ，その

うち製造業ではあるが，業種を特定できない企業

が2 社存在する。

この業種構成基準は筆者がこれまで分析した

国々のそれと同一である。それは日本経済新聞社

刊の「会社年鑑」の業種分類に基本的に準拠して

いる。最多業種は「金融」，つまり銀行であり19を

数え，「鉄鋼諸機械」，「商」，がこれに続く。「農・

食料品」「繊維」「窯業・化学」「紙・パルプ」「鉄

表3　 対象企業の業種構成

�総数 �ジ ャカ ルタ � その他

鉱

建設

農 ．食料品

繊 維

窯業 ．化学

紙・パルプ

鉄鋼諸機械

その他製 造業

金融

商業

サ ービ ス

運輸

通信

不動産

電力

分類不能(

うち製造業) �8863911481911331114(2)�884171113171122114(2)�222352111

計 �100 �81 �19

鋼諸機械｣｢ その他製造業｣ と｢ 分類不能｣ の中の

製造業2 社を合計し，製造業全体とすると43社(43.0%)

となる。

この比率は，既発表の国々，たとえば日本58.8%4)

(1990年)，フランス58.3%  (1980年),イギリス50.0%(1990

年)よりは低いが，アメリカ合衆国の43.0%(1990

年)と同じ比率となっている。

業種構成のもう1 つの特徴は｢ サービス｣ の企業
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が少なく「鉱」の企業が多いことであろう。さら

にひろく第三次産業として含められる「運輸」「通

信」「不動産」も少ない ものとなっている。 これら

は一般に先進国に多い業種である。「鉱」はインド

ネシアに豊富な地下資源の開発 。採取に関係して

いるが，8 社 のうち5 社 は外資系である。

対象企業の絶対数が先進国の場合に比べて少な

いので，業種構成についての比較検討はあまり意

味をもたないと考えるが，この100 社 の中に，「鉱」

の5 社 をはじめ外資系の企業が25社 含 まれること

を記しておきたい。発展途上国の場合，外資系企

業 の存在 は大きなものがあり，今回はこれらの外

すことなく分析の中に含 めている。

2 ． 本社の状況

表4 は対 象24 都市 の本社数と支所数を，人口 と

ともに支所数の多い順に示したものである。何よ

りも81 を数えるジャカルタの本社数の多さを指摘

しなくてはならない。 ジャカルタのほかにはスラ

バヤとバンドンに3 社ずつあるにすぎず， その他

表中の4 都市ほか12 都市が各1 本 社を所有してい

るのみである。

本社所有数第1 位 の都市，それも首都が卓越し，2

位以下の諸都市をはるかに上回るというのは，

韓国（ソウル），フランス（パリおよびパリ都市圈），

イギリス（ロンドン），そして日本（東京）において

も確認されていることではある。しかし，いずれ

の国においてもこれほどの大きな差はなかった。

おそらく発展途上国のもつ1 つ の特徴であろう。

表3 に はそのジャカルタの81 本社 とその他の都

市の19本 社の業種構成も併記されている。ジャカ

ルタ以外の都市の本社がジャカルタを上回るのは

「その他製造業」の5 つ であるが，これは「木材」

と「たばこ製造業」である。しかし，言うまでも

なく， これも5 企業が1 つ の都市に本社があるわ

けではない。この2 業 種を含めてその他の都市に

製造業企業が14 社ある。これまでの研究において

表4　 主要都市における本社と支所の状況

順位　　　　 都市 �本社数 �支所数（金融）

1　ジャカ ルタ2　

スラバ ヤ3

メタ ン4　

スマラ ン5

バンド ン6　

ウジュ ンパ ンダン7　

デンパ サール8

パレンバ ン9　

ポンテ イアナク10

バンダル ランパンけ ルクバツン)11

スラカルタ( ソロ)

ボゴール13

バンジャルマ シン

サマリンダ15

チリボン

ジャンビ17

ヨクヤカルタ

メナド19

パカンバル20

パタン21

ロ クソウマウ イ

タシクマラヤ

ノ々ノレ

バ ンダアチェ �81311311�48

（18）37

 (18)29

 (16)28

（18）27

 (18)25

 (18)24

 (16)20

（13）18

 (14)17

（10）16

（15）16

 (15)16

 (11)15

 (11)15

 (13)14

 (11)14

 (11)13　

（9）13

（9）12

 (11)11

（10）10

（9）10

（7）10

（8）

順位 は支所 数によ る

も製造業の本社分布は一般に分散的な傾向を示す

ことを報告したが，インドネシアにおいてもそれ

は同様である。そしてまた，「金融」をはじめとす

る第三次産業の企業は大都市，とくに首位都市に

集中する傾向を示すが，インドネシアにおいては

それは極めて著しい。

3．支所の状況

次に支所の状況を検討する。支所の集計方法は，

ある企業が1 つの都市に複数の支所を所有してい

る場合でも，1 支所のみカウントしている。　1企

業1 都市1 支所という集計基準は，これまでの研

究と同様である。従って，例えばジャカルタの48

支所というのは,対象企業100社のうち48社がジャ

カルタに支所を置いていることを意味している。

実際問題として，インドネシアの企業は「金融」

を除くと1 都市に複数の支所を配置していること

は極めて稀である。また，表4 に示された支所数

のうち（　）内は金融の支所数である。

表4 に示したように，本社同様，支所数が1 番

多い都市もジャカルタである。両指標で首都が第
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1 位というのは，日本，韓国，イギリス，フラン

スと同じである。スラバヤがこれに続き，パレン

バンまでの8 都市が20以上の支所数をもつ。そし

て，ポンティアナク以下11都市が18～10の支所数

をもっている。

しかし，下位都市になるほど「金融」すなわち

銀行が支所の大半かそれ以上を示していることが

わかる。集計されている支所数がすべて「金融」

という都市はない ものの， ポンティアナク以下の11

都市のうち，「金融」以外の業種の支所が，わず

か1 つ という都市が5 つ，2 つ という都市が2 つ，3

つ という都市が3 つを数える。

従って，下位都市は「金融」 を除けば，主要企

業の支所は少数しかもっていないことになる。こ

のことはまた，インドネシアの都市は限られた上

位都市を除くと「金融」以外の企業のネットワー

クの外にあるということを意味している。

パレンバンや ポンティア ナクのように比 較的

「金融」の支所が多 くない都市 もあるが，「金融」

の支所 はだいたい配置されているため，支所数の

多少を決めているのはそれ以外の業種の多少であ

る。

上位8 都 市はデンパサールを除いて人口も70万

以上であり，まさにインドネシアの主要都市であ

るといえよう。デンパサールを除く入口上の大都

市と支所数上の主要都市はほぼ一致している。下

位都市の中ではパタンの人口が48 万人強で最も多

いが，人口が70 万人以下の都市には「金融」以外

の業種の支所は限られているということでもある。

図3 は支所数 と人口の順位規模 曲線（ともに最

多のジャカルタを100.0 とし ている）である。たし

かに，ジャカルタやスラバヤの支所数の地位の高

さは認められるが，このグラフにとくに特徴的な

点は指摘できない。首位都市ジャカルタの卓越性

は本社機能と人口において顕著であるが，支所機

能においてはそれほどではない。この理由はジャ

図3　 支所数と人口による都市の順位規模曲線

カルタ以外の都市には本社が少ないことによる。

もしジャカルタ以外の都市に本社が多ければ， そ

れらの多くがジャカルタに支所を配置する比率が

高くなるはずだからである。上位都市 とはいえ支

所数がそれほど多くない理由は，インドネシアの

企業 にとっては国内の都市に稠密な支所網をはり

めぐらすメリットがない， または小さいからであ

ろう。

これまでに報告した日本・韓国・西ド イツ・フ

ランス・イギリス・アメリカ合衆国の主要都市の

支所数の順位規模曲線と比べると，支所数第1 位

のジャカルタと第2 位 のスラバヤとの間にそれほ

ど大 きな差はなく， このパターンは韓国 に近い。

しかし，今回，インドネシアの対象企業が100 社 と

少ないため， これ以上の言及は避けたい。

続いて主要都市の支所の業種構成をみてみよう。

上位8都市の支所の業種構成を示したものが表5

である。既述したように最も稠密な支所網をもっ

ているのは「金融」つまり銀行であり，それはこれ

らの上位都市でも同様である。「金融」を除けば，

「建設」「窯業。化学」「その他製造業」「商」の支所

が散見されるにすぎない。「鉄鋼諸機械」の支所は

ジャカルタにのみ多い。そして、「鉄鋼諸機械Iの
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表5　 支所の業種別構成

�ジャカルタ � スラバヤ �バ ンド ン � メタン �スマラ ン パ�レンバン �ウジュンパン

ダン �

デンパサール

総数 �48 �37 �27 �29 �28 �20 �24 �20

鉱

建 設

農・食料品

繊 維

窯 業・化学

紙・パルプ

鉄鋼諸機械

その他製造業

金融

商業

サ ービ ス

運輸

通信

不動産

電力

分類不能(

うち製造業) �1223265185121(1)�3122418412(2)�2122182 �132111641 �324181 �122132 �122172 �3111621

6 支所のうち4 つはジャカルタ本社の企業である。

どこの国でも銀行の支所は広く分布しているた

め，支所数の差をつくり出すのは主に製造業の支

所の多少であり，インドネシアでもそれはあては

まる。しかし，以下に言及にすることであるが，

その本社所在都市は圧倒的にジャカルタである。4

．支所配置からみた都市間結合

既にいくつかの国について企業の支所配置の状

況をみることによって，都市間結合を検討してき

た。ここでも同じ視点でインドネシアの都市間結

合を検討する。業種によって支所配置のパターン

は異なるが，ここでは業種による差異は考慮せず，

全体として分析することにする。ここまで検討し

てきたように，インドネシアではジャカルタへの

本社集中が著しいので，この機能による都市間結

合とはいっても，それは圧倒的にジャカルタを中

心としたものに他ならない。

表6 は主要8 都市の支所数とそこに占めるジャ

カルタ本社企業の支所比率などを示したものであ

る。また，同時に各都市にジャカルタ本社企業が

何％支所を出しているかを示したものである。

ジャカルタへの本社集中が著しいため，当然各

都市の支所に占めるジャカルタ企業の比率(C)は

高くなる。メタン・パレンバン・ウジュンパンダ

ン・デンパサールではその比率は90％をこえる。

つまり，ほとんどがジャカルタ企業の支所なので

ある。

このことはジャカルタ以外の都市に本社をおく

表6　 主要都市の支所の特性

�ジャカルタ�スラバヤ �メタ ン �スマラ ン �バ ンド ン �ウジュン
パ ンダン �

デンパサール�パレンバン

支所数　　　　　　　　　（A）

ジャカルタ企業の支所数　（B）(A)/(B)

×100　　　　（C）(B)/

（ジャカルタ本社企業）×100　（D）

ジャカル タ本社企業の支所 数

（銀 行を除く）　　　　　　 （E）�483368.840.716�372978.435.812�292793.133.311�282278.627.25�272281.527.25�252392.028.46�242395.828.47�201890.022.26
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企業の各都市の支所数に占める割合がきわめて小

さいことを意味している。既述したようにジャカ

ルタ以外の都市に本社を置いている企業は19社で

あるが，このうち4 社は支所をもっていない。

支所をもっている15社はすべて，ジャカルタに

は支所をもっている。 15社のうち5 社は支所を1

つしかもっていないが，それはジャカルタ支所で

ある。これら19社の支所配置をみると，パレンバ

ンに本社をおく1 企業を除くと，ジャワ島の主要

都市，ジャカルタ・スラバヤ・バンドンに支所を

配置している。

ジャカルタに本社をおく企業のうち何％が各都

市に支所をおいているかを示したものが(D) であ

る。ジャカルタにはジャカルタ本社企業は33社，40.7%

が支所をおいている。スラバヤとメタンに

対しては35.8%,  33.3% であるが，他の都市に対

しては20％台でしかない。

表中の(E) は各都市におけるジャカルタ本社企

業の支所(銀行以外)数を示したものであり，図4

はそれを図示したものである。これをみてもスラ

バヤとメタンに対しては銀行以外の業種の支所が

多いことがわかる。メタンの支所数は29で，スマ

ラン(28)あるいはバンドン(27)などとそれほど差

があるわけではない。ジャカルタ本社企業の支所，

それも銀行以外の支所が多いということは，人口

は第4 位(表2) であることも考慮すると同市はイ

ンドネシアの都市の中で重要な位置を占めている

ようである。

V　 おわりに

以上，経済的中枢管理機能の諸相を分析するこ

とによってインドネシアの都市体系を検討した。

筆者はこれまでも先進諸国について同様の分析を

試みているが，今回インドネシアについて検討し

たのは，同国の都市の研究するということもさる

ことながら，経済的中枢管理機能という高次都市

図4　 各都市におけるジャカルタ企業の支所数（銀行を除く）
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機能を通して先進国と発展途上国の都市体系の同

質性・異質性を探る第一歩としたかったからであ

る。本論において，その目的は充分なしえたとは

言えないが，以下のまとめと今後の課題を提示し

てみたい。

インドネシアは人口大国であるが都市部の人口

は相対的に少なく，人口10万人以上の都市は41で

あり，そのうち，同国の主要100社の支所を10以上

もつのは24都市であった。

ジャカルタの地位の高さは圧倒的であり，人口

では第2 位スラバヤの3.3倍である。経済的中枢管

理機能としての本社の集中はそれ以上であり,100

社中81社が同市に本社をおいていた。この集中度

の高さもさることながら，かなりの本社数をもつ

第2 位都市が存在しないことも重要な特徴である。

そして，これは多くの発展途上国の特徴の1 つで

はないかと予想される。

ジャカルタの本社の業種は多岐にわたるが，と

くに「金融」に代表される第三次産業部門の本社

が多く，それとは逆に「製造業」に含まれる企業

の本社は比較的分散傾向にあった。

支所数第1 位都市もジャカルタであり，本社数，

支所数，そして人口でいずれも第1 位が首都であ

るという構図は日本ほか数ケ国と共通していた。24

都市を支所数によって上位8 都市とそれ以下に

分け，前者8 都市を中心に分析したが，これらの

都市の支所は当然のことながらジャカルタ本社企

業のそれが多く，またかなりのものが「金融」す

なわち銀行の支所であった。

つまり，経済的中枢管理機能からみたインドネ

シアの都市はジャカルタの地位が圧倒的であり，

各都市の支所数も決して多くはなく，それもジャ

カルタに本社をおく企業が支所を出しているか否

かによって決まるものであること，各都市の中で

はスラバヤとメタンに銀行以外の支所が多くみら

れ，この2 都市はジャカルタとともに都市機能上

重要な地位にあることなどが明らかになった。

本研究 は平成9 年度科学研究費( 基 盤研 究(C)(2))課題番号09680156

の一部 を使 用した。
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